
関係法令等 

 

○地方公務員法（抄） 

（平等取扱の原則）  

第十三条 すべて国民は、この法律の適用について、平等に取り扱われなければならず、

人種、信条、性別、社会的身分若しくは門地によつて、又は第十六条第五号に規定する

場合を除く外、政治的意見若しくは政治的所属関係によつて差別されてはならない。  

 

 

○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（抄） 

（基本的理念）  

第二条 この法律においては、労働者が性別により差別されることなく、また、女性労働

者にあつては母性を尊重されつつ、充実した職業生活を営むことができるようにするこ

とをその基本的理念とする。  

２ 事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規定する基本的理念に従つて、労働者の

職業生活の充実が図られるように努めなければならない。 

（性別を理由とする差別の禁止） 

第５条 事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な機会

を与えなければならない。 

 

 

○労働基準法（抄） 

（危険有害業務の就業制限）  

第六十四条の三 使用者は、妊娠中の女性及び産後一年を経過しない女性（以下「妊産婦」

という。）を、重量物を取り扱う業務、有害ガスを発散する場所における業務その他妊産

婦の妊娠、出産、哺育等に有害な業務に就かせてはならない。  

２ 前項の規定は、同項に規定する業務のうち女性の妊娠又は出産に係る機能に有害であ

る業務につき、厚生労働省令で、妊産婦以外の女性に関して、準用することができる。  

３ 前二項に規定する業務の範囲及びこれらの規定によりこれらの業務に就かせてはなら

ない者の範囲は、厚生労働省令で定める。 

（産前産後）  

第六十五条  使用者は、六週間（多胎妊娠の場合にあつては、十四週間）以内に出産する

予定の女性が休業を請求した場合においては、その者を就業させてはならない。  

２ 使用者は、産後八週間を経過しない女性を就業させてはならない。ただし、産後六週

間を経過した女性が請求した場合において、その者について医師が支障がないと認めた

業務に就かせることは、差し支えない。  

参 考 



３ 使用者は、妊娠中の女性が請求した場合においては、他の軽易な業務に転換させなけ

ればならない。  

第六十六条  使用者は、妊産婦が請求した場合においては、第三十二条の二第一項、第三

十二条の四第一項及び第三十二条の五第一項の規定にかかわらず、一週間について第三

十二条第一項の労働時間、一日について同条第二項の労働時間を超えて労働させてはな

らない。  

２ 使用者は、妊産婦が請求した場合においては、第三十三条第一項及び第三項並びに第

三十六条第一項の規定にかかわらず、時間外労働をさせてはならず、又は休日に労働さ

せてはならない。  

３ 使用者は、妊産婦が請求した場合においては、深夜業をさせてはならない。  

（育児時間）  

第六十七条  生後満一年に達しない生児を育てる女性は、第三十四条の休憩時間のほか、

一日二回各々少なくとも三十分、その生児を育てるための時間を請求することができる。  

２ 使用者は、前項の育児時間中は、その女性を使用してはならない。  

（生理日の就業が著しく困難な女性に対する措置）  

第六十八条  使用者は、生理日の就業が著しく困難な女性が休暇を請求したときは、その

者を生理日に就業させてはならない。 

 

 

○女性労働基準規則（抄） 

（危険有害業務の就業制限の範囲等）  

第二条 法第六十四条の三第一項の規定により妊娠中の女性を就かせてはならない業務は、

次のとおりとする。  

一 次の表の上欄に掲げる年齢の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる重量以上の

重量物を取り扱う業務 

年齢 
重量（単位 キログラム） 

断続的作業 継続的作業 

満一六歳未満 一二 八 

満一六歳以上満一八歳未満 二五 十五 

満一八歳以上 三十 二十 

 

【一～十七号略】 

十八 次の各号に掲げる有害物を発散する場所の区分に応じ、それぞれ当該場所において

行われる当該各号に定める業務  

イ 塩素化ビフエニル（別名ＰＣＢ）、アクリルアミド、エチルベンゼン、エチレンイミ

ン、エチレンオキシド、カドミウム化合物、クロム酸塩、五酸化バナジウム、水銀若

しくはその無機化合物（硫化水銀を除く。）、塩化ニツケル（ＩＩ）（粉状の物に限る。）、



砒素化合物（アルシン及び砒化ガリウムを除く。）、ベータ―プロピオラクトン、ペン

タクロルフエノール（別名ＰＣＰ）若しくはそのナトリウム塩又はマンガンを発散す

る場所 次に掲げる業務 

（１） 特定化学物質障害予防規則 （昭和四十七年労働省令第三十九号）第二十二条第

一項 、第二十二条の二第一項又は第三十八条の十四第一項第十一号ハ若しくは第十二

号ただし書に規定する作業を行う業務であつて、当該作業に従事する労働者に呼吸用

保護具を使用させる必要があるもの 

（２） （１）の業務以外の業務のうち、安衛令第二十一条第七号 に掲げる作業場（石

綿等を取り扱い、若しくは試験研究のため製造する屋内作業場又はコークス炉上にお

いて若しくはコークス炉に接してコークス製造の作業を行う場合の当該作業場を除

く。）であつて、特定化学物質障害予防規則第三十六条の二第一項 の規定による評価

の結果、第三管理区分に区分された場所における作業を行う業務 

ロ 鉛及び安衛令 別表第四第六号の鉛化合物を発散する場所 次に掲げる業務 

（１） 鉛中毒予防規則 （昭和四十七年労働省令第三十七号）第三十九条 ただし書の

規定により呼吸用保護具を使用させて行う臨時の作業を行う業務又は同令第五十八条

第一項 若しくは第二項 に規定する業務若しくは同条第三項 に規定する業務（同項 

に規定する業務にあつては、同令第三条 各号に規定する業務及び同令第五十八条第三

項 ただし書の装置等を稼働させて行う同項 の業務を除く。） 

（２） （１）の業務以外の業務のうち、安衛令第二十一条第八号 に掲げる作業場であ

つて、鉛中毒予防規則第五十二条の二第一項 の規定による評価の結果、第三管理区分

に区分された場所における業務 

ハ エチレングリコールモノエチルエーテル（別名セロソルブ）、エチレングリコールモ

ノエチルエーテルアセテート（別名セロソルブアセテート）、エチレングリコールモノ

メチルエーテル（別名メチルセロソルブ）、キシレン、Ｎ・Ｎ―ジメチルホルムアミド、

スチレン、テトラクロルエチレン（別名パークロルエチレン）、トリクロルエチレン、

トルエン、二硫化炭素、メタノール又はエチルベンゼンを発散する場所 次に掲げる

業務 

（１） 有機溶剤中毒予防規則 （昭和四十七年労働省令第三十六号）第三十二条第一項

第一号 若しくは第二号 又は第三十三条第一項第二号 から第七号 まで（特定化学物

質障害予防規則第三十八条の八 においてこれらの規定を準用する場合を含む。）に規

定する業務（有機溶剤中毒予防規則第二条第一項 （特定化学物質障害予防規則第三十

八条の八 において準用する場合を含む。）の規定により、これらの規定が適用されな

い場合における同項 の業務を除く。） 

（２） （１）の業務以外の業務のうち、安衛令第二十一条第七号 又は第十号 に掲げ

る作業場であつて、有機溶剤中毒予防規則第二十八条の二第一項 （特定化学物質障害

予防規則第三十六条の五 において準用する場合を含む。）の規定による評価の結果、

第三管理区分に区分された場所における業務 
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○労働安全衛生法（抄） 

第二十三条 事業者は、労働者を就業させる建設物その他の作業場について、通路、床面、

階段等の保全並びに換気、採光、照明、保温、防湿、休養、避難及び清潔に必要な措置

その他労働者の健康、風紀及び生命の保持のため必要な措置を講じなければならない。  

 

 

○事務所衛生基準規則（抄） 

（便所）  

第十七条 事業者は、次に定めるところにより便所を設けなければならない。  

一 男性用と女性用に区別すること。 

（睡眠又は仮眠の設備）  

第二十条 事業者は、夜間、労働者に睡眠を与える必要のあるとき、又は労働者が就業の

途中に仮眠することのできる機会のあるときは、適当な睡眠又は仮眠の場所を、男性用

と女性用に区別して設けなければならない。 


